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変更原案の治水の考え方

資料３－１

※R3.3.3淀川水系流域委員会における委員からの
ご指摘・ご意見に対する補足説明資料



１．近年の豪雨被害と流域治水の推進
・近年の豪雨の頻発、激甚化
・流域治水の推進

２．河川整備計画の目標の見直し
・淀川の河川整備の考え方と現行河川整備計画の目標
・淀川水系における近年の豪雨被害
・目標の見直しの考え方
・整備の考え方と目標を達成するために必要な対策内容
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近畿地方整備局
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〇近年、全国で豪雨災害が頻発するとともに、気候変動の影響により、
豪雨のさらなる激甚化や頻発化が懸念。

・令和2年7月豪雨（線状降水帯）、令和元年東日本台風（台風19
号）、平成30年7月豪雨（台風7号と梅雨前線の複合）など、近年、
様々な形態の豪雨により、全国各地で激甚な水害が発生

・近30年程度のこれまでの実績を見ても、すでに豪雨化傾向は顕著
・気候変動の影響により、降水量が約1.1～1.3倍、洪水発生確率が約

2～4倍に増加することが予測されるなど、今後は、豪雨のさらな
る激甚化・頻発化が懸念

・河川整備は進捗してきたものの、このような降雨量の増加に伴い、
治水安全度が相対的に低下

１．近年の豪雨被害と流域治水の推進



近畿地方整備局

3国土交通省 水管理・国土保全局HP 「流域治水」の基本的な考え方」資料



令和2年球磨川豪雨検証委員会資料 4



令和2年球磨川豪雨検証委員会資料 5



近畿地方整備局令和元年台風第１９号の概要

■台風本体の発達した雨雲や台風周辺の湿った空気の影響で、静岡県や関東甲信地方、東北地方を中心に広い範囲で記
録的な大雨となった。

■１０日からの総雨量は、神奈川県箱根町で1000ミリに達し、関東甲信地方と静岡県の17地点で500ミリを超えた。

6『令和元年東日本台風（台風第１９号）』出水速報（第４報） 国土交通省 関東地方整備局



近畿地方整備局令和元年台風第１９号の概要
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気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会資料



近畿地方整備局

○ 梅雨前線等の影響によって、西日本を中心に全国的に広い範囲で記録的な大雨となり、７月の平年
の月降水量の４倍となる大雨を記録したところがあった。

○ 特に長時間の降水量について多くの観測地点で観測史上１位を更新し、24時間降水量は76地点、48
時間降水量は124地点、72時間降雨量は122地点で観測史上1位を更新した。

48時間降水量の期間最大値（期間2018年6月28日～7月8日）実況天気図（2018年7月7日6時00分時点）

※全国の気象観測所は約1,300箇所

※気象庁HPを基に作成

■観測史上
1位を更新した
観測地点数

梅雨前線が停滞、台風から湿った空気が供給 広い範囲で記録的な大雨

平成３０年７月豪雨による降雨（概要）

8大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策検討小委員会資料



近畿地方整備局

○平成30年7月豪雨は、極めて死者・行方不明者数が多いことが特徴。（死者・行方不明者が232名）

平成３０年７月豪雨による社会経済等への影響(死者・行方不明者数)
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気象庁：災害をもたらした気象事例から、死者及び行方不明者数が10人以下のもの及び雪によるものを除いて作成。
※災害をもたらした気象事例に死者及び行方不明者数が記載されていない場合は、内閣府防災情報のページを参照。

枕崎台風（S20）：3,756人

カスリーン台風（S22）：1,930人

洞爺丸台風（S29）：1,761人

諫早台風（S32）：722人
狩野川台風（S33）：1,269人

伊勢湾台風（S34）：5,098人

昭和47年7月豪雨（S47）：447人

昭和57年7月豪雨（S57）：439人

昭和58年7月豪雨（S58）：117人

前線、台風17、18、19号
（H3）：86人

台風7、11号
（H5）：93人

台風23号、前線（H16）：93人

平成29年7月九州北部豪雨
（H29）：43人

台風第7号、第11号、第9号、
第10号及び前線による大雨・
暴雨（H25）：31人

台風26号（H25）：43人

平成24年7月九州北部豪雨
（H24）：33人

台風12号（H23）：98人

台風15号（H23）：20人

平成26年8月豪雨（H26）：83
人

平成30年7月豪雨
（H30）：232人

台風19号（R1）：107人

大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策検討小委員会資料



近畿地方整備局
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1976 1981 1986 1991 1996 2001 2006 2011 2016

（回/年）

1時間降水量50mm以上の年間発生件数（アメダス1,000地点あたり）

1時間降水量80mm以上の年間発生件数（アメダス1,000地点あたり）

1時間降水量100mm以上の年間発生件数（アメダス1,000地点あたり）

※気象庁資料より作成

【台風第10号経路】 【台風第11号経路】

【台風第7号経路】

【台風第9号経路】

①

①

平成28年に北海道・東北
で被害をもたらした

一連の台風

○この30年間で、時間雨量50mmを上回る大雨の発生件数は約1.4倍、時間雨量80mmは約1.7倍、
時間雨量100mmは約1.7倍に増加。

○ これまで比較的降雨の少なかった北海道・東北でも豪雨が発生。
○ 今後も気候変動の影響により、水害の更なる頻発・激甚化が懸念。

1976～1985
平均 1.9回

2008～2017
平均 3.2回

約1.7倍

※気象庁資料より作成
※気象庁資料より作成

平成27年9月関東・東北豪雨

平成2９年7月九州北部豪雨

鬼怒川

筑後川水系赤谷川

近年、雨の降り方が変化

10異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能に関する検討会資料



近畿地方整備局

前提となる気候シナリオ 降雨量変化倍率
（全国一級水系の平均値）

洪水発生確率の変化倍率
（全国一級水系の平均値）

RCP8.5（4℃上昇に相当） 約１．３倍 約４倍

RCP2.6（2℃上昇に相当） 約１．１倍 約２倍

○気候変動により、河川整備の目標としている降雨量が約１．１倍～１．３倍に増加し、洪水の発
生確率が 約２倍～４倍に増加することが予測される。

＜気候変動による将来の降雨量、洪水発生確率の変化倍率＞

※気候変動シナリオは、IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第５次評価報告書に用いられているRCPシナリオ。
※降雨量変化倍率は、20世紀末（1951年-2011年）と比較した21世紀末（2090年）時点における一級水系の治水計画の

目標とする規模の降雨量変化倍率の平均値
※洪水発生確率の変化倍率は、一級水系の現在の計画規模の洪水の、現在と将来の発生確率の変化倍率の平均値
※降雨量変化倍率は国土技術政策総合研究所による試算値。洪水発生確率の変化倍率は、各地方整備局による試算値。

※降雨量変化倍率のＲＣＰ8.5シナリオ（4℃上昇に相当）は、産業革命以前に比べて全球平均温度が4℃上昇した世界を
シミュレーションしたｄ4ＰＤＦデータを活用して試算
※降雨量変化倍率のＲＣＰ2.6シナリオ（2℃上昇に相当）は、表中のＲＣＰ8.5シナリオ（4℃上昇に相当）の結果を、

日本国内における気候変動予測の不確実性を考慮した結果について（お知らせ）「環境省、気象庁」から得られるRCP8.5、RCP2.6の関係性より換
算

＜引用＞
第２回 気候変動を踏まえた
治水計画に係る技術検討会

将来の降雨はさらに激化

治水安全度

時間軸

1/200

現在

1/30

（現行計画の目標）

1/100

①河川の改修

河川改修完了
（現行）

②安全度
の低下

（現況）

（気候変動後） ③追加の改修

河川改修完了
（気候変動後）

整備完了までの

期間・費用が増加

現在 気候
変動後

＜治水施設の整備への影響（イメージ）＞
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異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能に関する検討会資料をもとに作成



○このため、従来の河川管理者等が行う治水対策から、
河川整備の加速とあわせ河川の流域のあらゆる関係者が
協働して流域全体で行う治水対策「流域治水」を推進。

・集水域と河川区域のみならず、氾濫域も含めて一つの流
域として捉え、地域の特性に応じ、

①氾濫をできるだけ防ぐ、減らす対策、
②被害対象を減少させるための対策、
③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

をハード・ソフト一体で多層的に進める
・既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた「治水協定」、

流域治水プロジェクトの策定を実施

12



○ 気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治水対
策、「流域治水」へ転換。

○ 治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫域も含
めて一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、①氾濫をできるだけ防ぐ、減らす対策、②被害対象を減少させるため
の対策、③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策をハード・ソフト一体で多層的に進める。

「流域治水」の施策のイメージ

13国土交通省 水管理・国土保全局HP 「流域治水」の基本的な考え方」資料



既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた基本方針 （R1年12月１２日）

○ダムによる洪水調節は、下流の全川にわたって水位を低下させ、堤防の決壊リスクを低減すると
ともに、内水被害や支川のバックウォーターの影響を軽減するものであり、有効な治水対策として
位置付けられる。

○現在稼働しているダムは1460箇所で約180億m3の有効貯水容量を有するが、水力発電、農業用
水等の多目的で整備されていることから、洪水調節のための貯水容量は約3割（約54億m3）にとど
まっている。

○台風第19号等を踏まえ、水害の激甚化、治水対策の緊要性、ダム整備の地理的な制約等を勘案
し、緊急時において既存ダムの有効貯水容量を洪水調節に最大限活用できるよう、関係省庁の密
接な連携の下、速やかに必要な措置を講じることとし、既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた
基本方針を定める。

既存ダムの洪水調節機能強化に向けた検討会議

（１）治水協定の締結
河川管理者である国土交通省（地方整備局等）とダム管
理者及び関係利水者（ダムに権利を有する者を言う）との
間において水系毎の協議の場を設ける。
治水協定について、令和2年5月までに、一級水系を対象
に、水系毎に締結する。（二級水系についても順次）

（２）河川管理者とダム管理者との間の情報網の整備
（３）事前放流等に関するガイドラインの整備と操作規程等

への反映
（４）工程表の作成
（５）予測精度向上等に向けた技術・システム開発

議長 内閣総理大臣補佐官
（国土強靱化及び復興等の社会資本整備、
地方創生、健康・医療に関する成長戦略並び
に科学技術イノベーション政策担当）

議長代理 内閣官房副長官補（内政担当）
副議長 国土交通省水管理・国土保全局長
構成員 内閣官房内閣審議官（内閣官房副長官補付）

厚生労働省医薬・生活衛生局長
農林水産省農村振興局長
経済産業省地域経済産業グループ長
資源エネルギー庁長官
気象庁長官

オブザーバー 内閣府政策統括官（防災担当）
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既存ダムの洪水調節機能強化に向けた取組

○水害の激甚化等を踏まえ、ダムによる洪水調節機能の早期の強化に向けて、関係省庁の緊密な連携の
下、総合的な検討を行うため、「既存ダムの洪水調節機能強化に向けた検討会議」※を設置（令和元年11
月26日）。同会議においてとりまとめられた「既存ダムの洪水調節機能強化に向けた基本方針」（令和元年
12月12日）に基づき、全ての既存ダムを対象に検証を行い、国管理の１級水系（ダムが存する99水系）につ
いて、令和２年の出水期から新たな運用を開始した。

１級水系：近畿管内の１級水系（10水系）全てにおいて河川管理者、
ダム管理者及びダム関係利水者が5月29日に治水協定を締結し、
令和２年の出水期から新たな運用を開始した。運用開始後も
更にダムの洪水調節機能強化を推進することに合意。

２級水系：近畿管内の都道府県管理の２級水系については、近年に水害が
生じた水系や貯留量の大きなダムがある水系については、8月末
時点で治水協定を締結済み。その他の水系についても、順次取組
を実施中。

既存ダムの洪水調節機能強化の状況

現状

・利水容量の洪水調節への活用

・緊急時における道府県管理ダムや
利水ダムを含めた統合運用・事前放流

洪水調節

放流施設
の新設等

洪水発生前に、利水容量の一部を
事前に放流し、洪水調節に活用

既存ダムの活用例

全国1,460箇所のダムの有効貯水
容量(約180億m3)のうち、洪水
調節のための貯水容量は約３割
(約54億m3)

堆砂容量

有効貯水容量

利水容量

洪水調節容量

洪水調節容量 利水容量 有効貯水容量

5,394[百万m3] 12,670[百万m3] 18,064[百万m3]

表 全国のダムの容量内訳

※利水者や道府県の協力が必要
※放流施設の新設や改造等が必要な場合あり

事前に放流



淀川水系流域治水プロジェクト 【位置図】
～流域人口1,100万人の「淀川市民」の命を守る治水対策の推進～

●被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水害リスク空白域の解消
・ハザードマップの周知および住民の水害リスクに対する

理解促進の取組
・避難勧告等の判断・伝達マニュアルの整備
・広域避難計画等の策定 ・マイ・タイムラインの作成
・要配慮者利用施設における避難計画等の策定及び
避難訓練の実施

・「局地的豪雨探知システム」の利活用推進とゲリラ豪雨
対策アクションプランの策定

・住宅再建共済制度への加入促進 等

淀川

桂川

木津川

宇治川

名張川

宇陀川

青蓮寺川

柘植川

服部川

木津川

犬上川

不飲川

芹川

野瀬川

天野川

平田川

長命寺川

八日市新川

真野川

常世川
吾妻川

鴨川

七瀬川

大谷川

防賀川

馬坂川

大井手川

芥川

安威川

水無瀬川

田尻川

野間川

山田川
長谷川

山辺川

前川

穂谷川

寝屋川
六軒家川

尻無川

安治川

道頓堀川

住吉川

石田川

鴨川

百瀬川

余呉川

姉川

高時川

大川

蛇砂川

町並川

山田川

陣田川

煤谷川

赤田川

新川

有栖川

長浜新川

安曇川

狼川 杣川

山賀川

初谷川

余野川

女瀬川

檜尾川
西山川

東横堀川

園部川

神崎川
左門殿川

東檜尾川

童子川

大戸川

藤ノ木川

田川

矢倉川

日野川

瀬田川

草津川

野洲川
由良谷川

北川
金勝川

葉山川
中ノ井川

落合川

家棟川

猪名川

庄下川

西野山川支川

旧安祥寺川

西野山川

東高瀬川
善峰川

西羽束師川支川

雑水川
法貴谷川

桂川(上)

千々川

東所川

犬飼川

七谷川

安祥寺川

四宮川

桂川

木津川

愛知川

天神川

髙橋川

堂の川

新田川
戦川

古川

井川

名木川

弥陀次郎川

木津川上流

猪名川

琵琶湖
（滋賀県域）

淀川
（京都府域）

淀川
（大阪府域）

○令和元年東日本台風では、各地で戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、淀川水系においても、下流部ではゼロメートル地帯
が広がり、上流の宇治川・瀬田川、木津川、桂川においては、琵琶湖からの流出部をはじめ、岩倉狭、保津峡と呼ばれる狭窄部が存在し、猪名川におい
ても銀橋周辺が狭窄部となっていることを踏まえ、上流域では、川上ダム建設や天ヶ瀬ダム開発等による洪水調節機能の向上を、下流域では、洪水の流
れを阻害している阪神なんば線の架替等の事前防災対策を進める必要があり、国管理区間においては、戦後最大規模の洪水と同規模の洪水を安全に流し、
流域における浸水被害の軽減を図る。

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合があります。各エリアの主な対策を記載しており、各エリアの詳細については、別途分会（詳細図）を参照してください。
※河川管理者の河川整備計画は、現時点では現行計画を基にプロジェクトに反映しますが、今後、河川整備計画の変更手続きを行う予定なので、変更された場合にはその内容を反映します。
※他の事業者の計画も見直されれば、同様に反映します。※新たな関係者にも広く参加を呼びかけることから、新たな関係者の計画も反映します。

橋梁架替
閘門新設

堤防整備

堰改築

堤防強化

河道掘削

鹿跳改修

上野遊水地

河道掘削・引堤

天ヶ瀬ダム
（天ヶ瀬ダム再開発）

湖北圏域
（河道掘削、築堤等）

湖東圏域
（河道掘削、築堤等）

東近江圏域
（河道掘削、築堤等）

湖西圏域
（河道掘削、築堤等）

志賀・大津圏域
（河道掘削、築堤等）

信楽・大津圏域
（河道掘削、都市農地の
多面的機能の発揮等）

甲賀・湖南圏域
（河道掘削、流域下水道
（雨水）管渠の整備等）

桂川上流圏域
（雨水排水網整備、砂防堰

堤の整備等）

桂川下流圏域
（河道掘削、雨水排水網

整備等）

宇治川圏域
（堤防整備、雨水排水網

整備等）

木津川圏域
（堤防整備、雨水排水網

整備等）

木津川上流圏域
（森林整備、バイパス水路等）

淀川左岸圏域
（地下河川、ポンプ場整備等）

猪名川圏域
（河道掘削、築堤等）

淀川右岸圏域
（堤防整備、雨水貯留施設

整備等）

大戸川ダム
（本体工事は実施時期検討）

高規格堤防 川上ダム

安威川ダム

マイタイムライン、
マイ防災マップの作成等

浸水警戒区域指定

立地適正化計画の見直し

防災ハザードマップ作成
及び全戸配布等

マイタイムラインの
作成等

避難に資するマップの
整備・充実・周知等

水源林造成事業による
森林整備・保全

要配慮者利用施設における
避難計画等の策定等

要配慮者利用施設における
避難計画等の策定等

マイタイムラインの
作成等

マイタイムラインの
作成等

マイタイムラインの
作成等

防災ハザードマップ
作成等

堤防整備

河道掘削

浸水警戒区域指定

浸水警戒区域指定

防災活動拠点
の整備

避難に資するマップの
整備・充実・周知等

防災ハザードマップ
作成等

排水対策築堤事業

高架橋緊急避難場所確保

防災活動拠点整備、堤防上道路との接続

防災拠点整備事例

雨水貯留施設事例

高槻市 安満遺跡公園内雨水貯留施設
あ ま

●被害対象を減少させるための対策
・立地適正化計画に基づき水害リスクの低い
地域への居住誘導

・建物等の耐水機能の確保・維持
・浸水範囲の限定・氾濫水の制御 等

●氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・河道掘削、河道拡幅、築堤、高規格堤防、天ヶ瀬ダム再開発、川上ダム、安威川ダム、上野遊水地、
鹿跳改修、橋梁架替、地下河川、バイパス水路、堰改築、大戸川ダム（本体工事は実施時期検討）

・流域下水道（雨水）管渠の整備、公共下水道(雨水)管渠等の整備、雨水ポンプ増強
・雨水貯留浸透施設の整備、開発行為に伴う調整池の設置、ため池の治水利用
・利水ダム等25ダムにおける事前放流等の実施、体制構築
（関係者：国、京都府、兵庫県、奈良県、滋賀県、大阪府、三重県、水資源機構、土地改良区、守山市、栗東市、野洲市、湖南市、奈良市、

天理市、日野川用水施設管理協議会、甲賀市、宇陀市、関西電力（株）、山添村、大阪市、伊賀市、川西市、伊丹市、尼崎市、
池田市、枚方市、大阪広域水道企業団、守口市、名張市、中部電力（株）、いぶき水力発電（株）、阪神水道企業団など）

・森林整備・保全のための治山対策等、砂防事業(堰堤)の推進による雨水・土砂・流木の流出抑制対策
・水源林造成事業による森林の整備・保全 ・高架橋緊急避難場所確保 等

京都府 桂川右岸流域下水道雨水対策

雨水幹線事例

避難行動タイムラインの作成 事例

大津放水路延伸（実施時期検討）

南山城村 住民を対象にした防災研修

【全体版】

※流域治水協議会には現時点で86機関が参加 16



区分 対策内容 実施主体
工程

短期 中期 長期

氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策

堤防整備・河道掘削
・橋梁架替等

国土交通省、流域
府県市町村 等

ダム建設 水資源機構
大阪府 等

流出抑制対策
（調整池・ため池等）

高槻市、
枚方市 等

流域下水道（雨水）管渠の
整備・老朽化対策

流域府県
市町村 等

砂防堰堤による土砂等の
流出抑制対策

国土交通省、流域
府県市町村 等

被害対象を減少
させるための対策 立地適正化計画策定等 長岡京市、豊中市、

高槻市 等

被害の軽減、
早期復旧・復興のための対策

避難に資するマップ等の整備
・充実・周知

国土交通省、流域
府県市町村 等

●淀川水系では治水安全度の著しく低い桂川の河道掘削等を推進しつつ、淀川本川も含めて全川的に水位を下げる川上ダム建設や天ヶ瀬ダム開発等による
洪水調節機能の向上や本川の水位を低下させる阪神なんば線の架替を進め、本川の治水安全度を堅持しつつ、中上流部の治水安全度の向上を図る。また、
大阪都市圏を抱える下流においては、近年頻発する超過洪水への対応や避難高台等にも活用できる高規格堤防の整備を推進し、水害リスクの軽減を図る。

【短期】川上ダム建設や天ヶ瀬ダム開発等により淀川本川の流量低減対策を推進し、中上流部の河川改修を推進する。下流部では堤防強化や高規格堤防整
備事業による質的強化を図る。あわせて、下水道整備による浸水対策や流出抑制対策（雨水貯留施設等）、立地適正化計画の見直し・策定による
土地利用誘導の被害対象を減少させるための対策を実施。

【中期】阪神なんば線架替事業を完成させるとともに、中上流部の河川改修の推進と高規格堤防整備事業の推進を図る。あわせて、下水道整備による浸水
対策や流出抑制対策（雨水貯留施設等）、避難に資するマップ等の整備・充実・周知等のソフト対策を実施。

【長期】中上流部の河川改修の推進と高規格堤防整備事業の推進を図る。あわせて、下水道整備による浸水対策や流出抑制対策（雨水貯留施設等）、避難
に資するマップ等の更なる充実・周知等のソフト対策を実施。

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

現在 中期

※直轄管理区間において、戦後最大洪水（昭和28年）
と同規模の洪水が発生した場合の氾濫想定範囲

長期

浸水被害解消

京都市街地を中心に
甚大な被害が発生

淀川水系流域治水プロジェクト 水系全体【ロードマップ・効果】
～流域人口1,100万人の「淀川市民」の命を守る治水対策の推進～

名張引堤Ⅰ期完成
（国土交通省）

阪神なんば線橋梁架替
完成（国土交通省）

川上ダム完成
（水資源機構）

安威川ダム完成
（大阪府）

気候変動
を踏まえ
た更なる
対策を
推進

居住誘導区域見直し及び防災指針策定
（高槻市）

要配慮者利用施設の避難確保計画策定
（枚方市、京田辺市）

ＳＯＳ避難メソッド等を掲載した
防災ブック作成（摂津市）

・JR高槻駅北雨水貯留施設整備完成 （高槻市）
・楠葉排水区雨水貯留管等整備完成 （枚方市）

桂川

木津川
淀川

宇治川

位置図 桂川

宇治川

桂川

宇治川

立地適正化計画の見直し
（豊中市）

立地適正化計画の策定
（長岡京市）

京都市

久御山町

京都市

長岡京市
長岡京市

久御山町

【全体版】

京都府

大阪府

桂川中下流部の河道掘削等
により、京都市で浸水深、
浸水面積が減少 17



18

○近年、全国で豪雨災害が頻発するとともに、気候変動の影響により、
豪雨のさらなる激甚化や頻発化が懸念。

○淀川水系でも、豪雨が頻発。
○流下能力の向上や洪水調節機能の強化など治水安全度の向上が望ま

れている。
○流下能力の向上のために、支障となる橋梁の改築等を検討するとと

もに河道掘削を実施。
○計画規模を上回る洪水等によりダムが異常洪水時防災操作に至った

としても、ダムがない場合と比較すると、下流の被害軽減効果があ
る。さらに、治水容量を増加させること等で異常洪水時防災操作に
至らないようにすることにより、下流の被害をより効果的に低減さ
せることが望ましい。

○瀬田川洗堰の全閉操作は、洗堰下流全体にとっては効果が大きいが、
琵琶湖の沿岸や流入河川にとっては、回避・軽減されることが望ま
しい。

２．河川整備計画の目標の見直し



○淀川の河川整備の考え方と現行河川整備計画の目標

・淀川の河川整備の考え方は、中上流域の狭窄部を存置する等に
より、下流部へ流下する洪水は低減することを前提としてきた。

・上流部の河川改修を先行して行うと、上流部での氾濫は解消さ
れるものの、それまではん濫していた洪水が下流まで流れてく
ることとなり、下流部の治水安全度が低下するため、上下流バ
ランスを考慮した河川整備が必要。

・目標規模は、宇治川、桂川、木津川は、昭和28年台風13号洪
水を安全に流下させることとし、その際、淀川本川の安全度は
低下させないことを堅持。猪名川は昭和35年台風16号を安全に
流下。

19



近畿地方整備局

※淀川水系流域委員会 第67回委員会（H19.11.26）審議資料１－３－２ 抜粋

現行河川整備計画の対象洪水の降雨分布

昭和28年台風13号 昭和47年台風20号 昭和35年台風16号

20



近畿地方整備局

○現行河川整備計画の目標規模は、宇治川、桂川、木津川は、昭和28年台風13号洪水を安全に
流下させることとし、その際、淀川本川の安全度は低下させないことを堅持。

○猪名川は昭和35年台風16号を安全に流下。

○現行河川整備計画における地点流量 （単位：m3/s）

洪水名 倍率 枚方 宇治 加茂 島ヶ原 羽束師 小戸
昭和28年台風13号 1.00 8,200 1,500 4,900 2,800 3,600 -
昭和47年台風20号（計画規模洪水） 1.53 10,700 - - - - -
昭和35年台風16号 1.00 - - - - - 2,100

※河道条件、施設設定：現行河川整備計画の整備が完了した時点

現行河川整備計画の河道目標流量

21



22

〇淀川水系でも、近年豪雨が頻発。

・河川管理施設の操作やこれまでの河川改修の効果により、人命に関
わるような激甚な水害の発生には至らなかったものの、相次ぐ豪雨
により、随所で水害や危機的状況が発生

・平成25年には、瀬田川洗堰の全閉操作および天ヶ瀬ダムと日吉ダム
の異常洪水時防災操作

・平成29年には、瀬田川洗堰の全閉操作
・平成30年には、日吉ダムと一庫ダムの異常洪水時防災操作
・河道の流下能力や貯留施設の容量は依然不足している状況



近畿地方整備局

平成29年洪水（宇陀川） 平成29年洪水（木津川上野遊水地） 平成30年洪水（桂川嵐山） 平成30年洪水（日吉ダム）

桂川（久我地点）

越水区間（約400m）

桂川

越水により607戸浸水

宇治川漏水（堤防パイピング） 宇治川漏水（堤防漏水）

○平成２５年台風１８号洪水

○平成２９年台風２１号洪水 ○平成３０年７月豪雨

平等院

天ヶ瀬ダム

京都盆地

○近年でも、昭和28年洪水に匹敵する平成25年台風18号や平成29年台風21号、平成30年の西日本豪雨と毎年のよう
に水害が発生。

淀川水系における近年の洪水

23淀川水系における中上流部の河川改修の進捗状況とその影響検証にかかる委員会資料



近畿地方整備局

2日間雨量

平成２５年台風１８号洪水（降雨状況）

・平成25年洪水では、台風18号直撃により、近畿全域で大きな洪水となり、気象庁が京都府、滋賀県及び福井県に大雨特別
警報を発表。（気象庁が大雨特別警報を創設後、初めて発表）

・淀川流域においては、2日間で300mm近い降雨となり、9月16日0時からの12時間だけで200mmを超過する降雨となり、1時
間雨量も80mmを超過する短時間で強い雨が降った。

時間最大雨量（9/16 5:00）○2日間の総雨量（9/15 0:00～9/16 24:00）

12時間累加雨量
（ 9/16 12:00～24:00）

12時間累加雨量
（9/15 0:00～12:00）

12時間累加雨量
（ 9/16 0:00～12:00）

12時間累加雨量
（9/14 12:00～24:00）

12時間累加雨量
（9/15 12:00～24:00）

淀川中上流域に
300mm近い降雨

が発生

24淀川水系における中上流部の河川改修の進捗状況とその影響検証にかかる委員会資料



近畿地方整備局平成２５年台風１８号洪水（浸水被害状況）

桂川越水（京都市伏見区）

京都市伏見
区

鴨川

桂川

越水による浸水と想定される範囲 25

全閉中の瀬田川洗堰

守山市木浜町

9月18日16:00
琵琶湖水位+0.74m

八幡市域における内水被害
洪水時（H25.9.16台風18号）

桂川

全閉中の瀬田川洗堰

淀川
桂川 木津川

宇治川

琵琶湖

淀川水系における中上流部の河川改修の進捗状況
とその影響検証にかかる委員会資料を基に作成

・淀川では、昭和57年洪水以来、約30年ぶりに高水敷が冠水。三川合流点の水位も上昇し、上流3支川において内水被害も発生。
・桂川では、全川にわたり計画高水位を超過し、洪水が堤防から越水する被害が発生。上流部の嵐山地区では、溢水により10ha、93戸の
浸水被害が発生し、中流部の久我地区では、堤防から3時間にわたり越水し、20ha、607戸の浸水被害が発生。

・宇治川では、全川において計画高水位を約5時間超過する洪水となり、堤防漏水も相次ぎ、危険な状態となった。
・琵琶湖では、天ヶ瀬ダムの洪水調節開始流量を上回る流入量であったことから、瀬田川洗堰の全閉操作を41年ぶりに実施。



近畿地方整備局平成２９年台風２１号洪水（降雨状況）

・平成29年洪水では、台風21号直撃により、近畿南部で大きな洪水となった。

・淀川流域においては、木津川筋において2日間で300mm近い降雨となり、滋賀県域でも200mmを超過し、10月22日12時から
の12時間だけで100mmを超過する降雨となり、1時間雨量も30mm近い強い雨が降った。

2日間雨量

○2日間の総雨量（10/21 0:00～10/22 24:00） 時間最大雨量（10/22 24:00）

12時間累加雨量
（10/21 0:00～12:00）

12時間累加雨量
（10/22 0:00～12:00）

12時間累加雨量
（10/22 12:00～24:00）

12時間累加雨量
（10/23 0:00～12:00）

12時間累加雨量
（10/23 12:00～24:00）

12時間累加雨量
（10/20 12:00～24:00）

12時間累加雨量
（10/21 12:00～24:00）

木津川上流域に
300mm近い降雨

が発生

26淀川水系における中上流部の河川改修の進捗状況とその影響検証にかかる委員会資料



近畿地方整備局平成２９年台風２１号洪水（浸水被害状況）

・氾濫危険水位に達した木津川の1箇所で溢水が発生。

・名張川支川の宇陀川でも溢水氾濫により、床下1戸の浸水被害が発生。

・瀬田川洗堰は、下流淀川の洪水流量低減のため、天ヶ瀬ダムの洪水調節に伴い、平成25年9月の台風18号出水以来、

４年ぶりに全閉操作を実施。

27淀川水系における中上流部の河川改修の進捗状況とその影響検証にかかる委員会資料をもとに作成 10月24日14時30分頃草津市北山田町周辺

琵琶湖

木津川



近畿地方整備局平成30年7月豪雨（降雨の状況）

・平成30年7月豪雨では、線状降水帯が頻発し、近畿北部で継続した降雨となり、近畿北部で大きな洪水となった。

・淀川流域においては、桂川筋から琵琶湖の西岸側では300mmを超過する降雨となり、12時間毎の雨量では、極端に大き
な雨は降らないものの、2日以上にわたり20mm程度の降雨が継続した。

12時間累加雨量
（7/7 12:00～24:00）

2日間雨量

○2日間の総雨量（7/5 0:00～7/6 24:00） 時間最大雨量（7/6 24:00）

12時間累加雨量
（7/6 0:00～12:00）

12時間累加雨量
（7/6 12:00～24:00）

12時間累加雨量
（7/7 0:00～12:00）

12時間累加雨量
（7/4 12:00～24:00）

12時間累加雨量
（7/8 0:00～12:00）

12時間累加雨量
（7/4 0:00～12:00）

12時間累加雨量
（7/8 12:00～24:00）

12時間累加雨量
（7/5 12:00～24:00）

12時間累加雨量
（7/5 0:00～12:00）

猪名川、桂川上
流域、琵琶湖西
岸に300mm近い

降雨が発生

28淀川水系における中上流部の河川改修の進捗状況とその影響検証にかかる委員会資料



近畿地方整備局平成30年7月豪雨（浸水被害状況）

○嵐山地区において溢水による浸水被害が発生。（床上浸水１戸、床下浸水１戸 ※店舗の浸水 ）
〇近畿全域で猛烈な雨が断続的に降ったことにより、琵琶湖水位は77cmまで上昇。

29淀川水系における中上流部の河川改修の進捗状況とその影響検証にかかる委員会資料をもとに作成

桂川

写真① 7/6 20時頃

写真② 7/6 20時頃

鹿跳橋上流（7月9日11時頃）

29

草津市北山田町周辺(7月9日15時10分頃)

近江八幡市西の湖周辺(7月9日12時10分頃)

瀬田川洗堰放流量920m3/s

琵琶湖

■水位の状況（天竜寺水位観測所）【7/7 7時時点】

ピーク水位１．８
６m

（７月６日 １９：２
０）

写真③ 7/6 14時頃
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〇目標の見直しの考え方

・宇治川、桂川については、平成21 年に策定された河川整備計画の
目標洪水（いずれも昭和28 年台風13 号）を上回る洪水を経験し
たため、平成25 年台風18 号洪水を安全に流下させる。

・木津川、猪名川については、これまでの目標洪水（木津川は昭和
28 年台風13 号、猪名川は昭和35 年台風16 号）を上回る洪水を
経験していないが、河川整備の進捗や、近年の気象状況を踏まえ
上下流バランスを確保しながら着実に安全度を向上させることと
し、これまでの目標洪水において降雨量を1.1 倍以上とした洪水を
安全に流下させる。

・その際、淀川本川においては計画規模洪水を安全に流下させる。



近畿地方整備局平成25年台風18号の降雨分布
等雨量線図（9月14日21時～9月16日24時）国土交通省Ｃバンドレーダ雨量

15日21時

16日03時

16日09時

京都府

京都府

京都府

兵庫県

兵庫県

兵庫県

大阪府

大阪府

大阪府

和歌山県

和歌山県

和歌山県

奈良県

奈良県

奈良県

滋賀県

滋賀県

滋賀県

福井県

福井県

福井県

※平成25年9月 台風18号洪水の概要 抜粋 31

平成25年台風18号は、淀川流域に上陸する前の数日間で降雨

が記録されず、流域の地盤は乾燥した状態であったことから、降
雨量に対して、河川への流出量が小さくなっていた。



近畿地方整備局河道目標流量

○河川整備計画（変更原案）における地点流量（単位：m3/s）

○現行河川整備計画における地点流量 （単位：m3/s）

○宇治川、桂川については、平成21 年に策定された河川整備計画の目標洪水（いずれも昭和28 年台風
13 号）を上回る洪水を経験したため、平成25 年台風18 号洪水を安全に流下させる。

○木津川、猪名川については、これまでの目標洪水（木津川は昭和28 年台風13 号、猪名川は昭和35 
年台風16 号）を上回る洪水を経験していないが、河川整備の進捗や、近年の気象状況を踏まえ上下流
バランスを確保しながら着実に安全度を向上させることとし、これまでの目標洪水において降雨量を
1.1 倍以上とした洪水を安全に流下させる。

○その際、淀川本川においては計画規模洪水を安全に流下させる。

洪水名 倍率 枚方 宇治 加茂 島ヶ原 羽束師 小戸
昭和28年台風13号 1.10 9,100 1,500 5,500 3,100 4,100 -
平成25年台風18号 1.00 10,800 1,500 5,100 2,700 4,300 -
昭和34年台風15号（計画規模洪水） 1.45 10,800 - - - - -
昭和47年台風20号（計画規模洪水） 1.53 10,800 - - - - -
昭和35年台風16号 1.10 - - - - - 2,300

洪水名 倍率 枚方 宇治 加茂 島ヶ原 羽束師 小戸
昭和28年台風13号 1.00 8,200 1,500 4,900 2,800 3,600 -
昭和47年台風20号（計画規模洪水） 1.53 10,700 - - - - -
昭和35年台風16号 1.00 - - - - - 2,100

32

河川整備計画（変更原案）の河道目標流量

※河道条件、施設設定：河川整備計画（変更原案）の整備が完了した時点

※河道条件、施設設定：現行河川整備計画の整備が完了した時点



近畿地方整備局

現計画 ：10,700
S34×1.45：10,800
S47×1.53：10,800
S28×1.10：9,100
H25×1.00：10,800

現計画S28：1,500
S28×1.10：1,500
H25×1.00：1,500

現計画S28：4,900
S28×1.1  ：5,500
H25×1.00：5,100

現計画S28：2,800
S28×1.1  ：3,100
H25×1.00：2,700

現計画S28：3,800
S28×1.10：4,100
H25×1.00：4,300

各洪水における各地点流量、主な事業位置図
S34×1.45：昭和34年台風15号の実績降雨を「枚方

地点の計画降雨量（261mm/24h）」に引
き延ばした（1.45倍）場合の流量

S47×1.53：昭和47年台風20号の実績降雨を「羽束
師地点の計画降雨量（247mm/12h）」に
引き延ばした（1.53倍）場合の流量

S28×1.10：昭和28年台風13号の実績降雨を1.1倍に
した場合の流量

H25×1.00：流域が平均的な湿潤状態における平成25
年台風18号の実績降雨の流量

※河道条件、施設設定：河川整備計画（変更原案）の整備が完了した時点。地点流量の単位：m3/s。

平成25年台風18号

【各地点の流量ハイドログラフ】

昭和28年台風13号×1.1倍

33

現計画S35：2,100
S35×1.1：2,300



○整備の考え方と目標を達成するために必要な対策内容

・上流部の河川改修を先行して行うと、上流部での氾濫は解消される
ものの、それまではん濫していた洪水が下流まで流れてくることと
なり、下流部の治水安全度が低下するため、上下流バランスを考慮
した河川整備が必要

・中上流部の河川整備は大きく進捗したものの、未だ、桂川の治水安
全度は低い

・仮に、桂川の改修のみを先行した場合には、淀川下流部は、計画規
模の洪水に対して、計画高水位を超えることが想定される。堤防決
壊のリスクが高まれば、甚大な被害が発生するリスクが大きくなる。
また、計画高水位を上回る場合には、排水ポンプを停止するため、
寝屋川流域などに浸水被害が発生する

・そのため、中上流の河川改修と洪水調節施設整備や下流部の河川改
修の両方が必要

・特に三川合流部の水位を出来るだけ低下させることは、淀川の安全
度向上だけでなく、宇治川、桂川や木津川の治水安全度にも寄与す
るため、極めて重要

34



35

○「流す対策」と「ためる対策」を組み合わせた整備を実施。

○「流す対策」の主なもの
淀川改修 ：流下能力の支障となる橋梁架け替え、河道掘削
宇治川改修 ：河道掘削
桂川改修 ：嵐山地区改修、大下津地区引堤、河道掘削
木津川改修 ：河道掘削
木津川上流改修：名張川引堤、河道掘削等
瀬田川改修 ：河道掘削、鹿跳渓谷の対策
猪名川改修 ：河道掘削等

○「ためる対策」
桂川、木津川、猪名川：既存ダムのダム再生
木津川 ：川上ダム
淀川・宇治川 ：天ヶ瀬ダム再開発、大戸川ダム



近畿地方整備局淀川の河川整備の考え方

○淀川の河川整備の考え方は、中上流域の狭窄部を存置する等により、下流部へ流下する洪水は低減することを前提としてきた。

○淀川水系河川整備計画では、中上流部の整備により、これまで氾濫していた水が下流の堤防区間へ流下することになるため、
下流淀川の安全度を下げずに、安全度の低い中上流部の改修を進めることとしている。

上流で氾濫 上流の氾濫は解消

下流への負荷は増大

河道整備

中上流の改修を先行して進めると

氾濫発生
氾濫解消

氾濫発生

氾濫発生

氾濫解消
氾濫解消

氾濫発生

氾濫発生

36



近畿地方整備局桂川（京都府域）の被害想定

○仮に、桂川が現況河道（H29時点）の状態で、大戸川ダムがない場合、桂川は計画水位を超えるほど水位が上昇し、さらに
堤防決壊による氾濫した場合、浸水面積は約2,100ha、被害額は約3 兆円と想定。

○大戸川ダムが完成し、天ヶ瀬ダムの二次調節が実施できるようになれば、淀川本川の水位を低下させることが可能となり、
桂川の新たな河川整備を実施することができるため、桂川の氾濫被害の発生をできるだけ抑えることができる。

×：想定決壊地点

桂
川→

・氾濫面積：約2,100ha
・被害想定：約3兆円

←

鴨
川

○大戸川ダムの整備と桂川の新たな河道整備により軽減できる桂川の被害想定

京都市伏見区

【流域が平均的な湿潤状態で平成25年洪水が発生した場合】

37



近畿地方整備局

○中上流部においての河川整備を行うと流出増となるため、淀川本川の現在の治水安全度は低下。

○仮に、桂川において現行河川整備計画の目標の河川整備（昭和28年洪水対応）を実施した状態で、大戸川ダムがない
場合、淀川本川は計画高水位を超えるほどに水位が上昇することとなり、さらに堤防決壊により氾濫被害が発生した場
合、浸水面積は約4,800ha、被害額は約9 兆円になると想定される。

○大戸川ダムが完成し、天ヶ瀬ダムの二次調節が実施できるようになれば、淀川本川の水位を低下させることが可能とな
り、淀川本川の氾濫被害の発生をできるだけ抑えることができる。

○毛馬排水機場付近の計画高水位超過区間○大戸川ダムを整備できれば軽減できる淀川の被害想定

毛馬排水機場

大阪市北区

淀川（大阪府域）の被害想定

【河川整備基本方針の計画規模洪水が発生した場合】

毛馬排水機場の排水を停止せざる得ない洪水に見舞われた場合
大阪市内等で内水被害が発生する恐れ

×：想定決壊地点

・氾濫面積：約4,800ha
・被害想定：約9兆円

現行河川整備計画目標に対する大阪府への大戸川ダムの効果
（河川整備基本方針の計画規模洪水）

38



近畿地方整備局淀川本川の水位上昇による影響

○洪水時に、寝屋川流域では流域内の唯一の出口である京橋口から大川を経て毛馬排水機場から淀川に排水しているが、淀
川本川が計画高水位を超えるような洪水に見舞われ、排水を停止せざるを得ない場合、寝屋川流域では大規模な浸水被害
が発生する。

○寝屋川流域内には、全国的にも有名な「モノづくりのまち東大阪（全国主要都市別工場数全国５位）」など、最先端の宇宙分野
の製品づくりや精密機械分野等に携わるトップシェア企業が数多く立地しており、社会経済への壊滅的な被害が想定される。

出典：大阪府河川整備審議会 令和2年度第２回治水専門部会 資料１をもとに作成
39



近畿地方整備局

【現況】 【構造令】
橋脚数 39基 基準 15基以下
径間長 15.8ｍ 基準 50m以上
阻害率 10.2%        基準 5%以下

桁下高 4.28m     基準 8.10m以上

○現在の橋梁は、橋脚が39本と多く、桁下高が計画高潮位を下回っており、洪水の流れを阻害しているため、橋脚を減らすとと
もに、嵩上げする。

○これにより、淀川枚方地点の流下能力を10,500m3/sから10,700m3/sに増大させる。

現在の阪神なんば線淀川橋梁（橋脚39基）

【流す対策】淀川改修：阪神電鉄なんば線淀川橋梁架替

事業実施前

事業実施後
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近畿地方整備局

○目標洪水の見直しに伴い、三川合流部から上流にわたって更なる河道掘削等を追加。

○嵐山地区は、地元及び関係機関の意見を踏まえ決定した平成16年台風23号洪水を対象とした当面の河川整備を実施すると
ともに、更なる河川整備については、引き続き調査・検討を実施。

【流す対策】桂川改修：河道掘削等

代表断面

4号井堰
（撤去済）

1号井堰
（撤去済）

施工後（H27）

代表断面
築堤

旧堤撤去

河道掘削

※今後、具体的な掘削範囲及び形状は、掘
削後の土砂堆積シミュレーションや自然環境
への影響について検討の上、決定する。

1号井堰の状況

河道掘削

堰撤去
築堤

施工前（H29） 施工後（R1）

桂川

施工前（H27）

羽束師橋下流の状況

桂川

施工後（H27）

４号井堰の状況

嵐山地区（左岸溢水対策）の状況

施工前（R1） 施工中（R2）

施工前（R2）

施工後（R3）

桂川
桂川

桂川
桂川

桂川
桂川

可動式止水壁

6号井堰
（撤去済）

←桂川
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近畿地方整備局

《名張川改修事業》

Ⅰ期（黒田地区）横断図

令和元年度よりⅠ期（黒田地区）事業を開始し、令和７年度の完成を予定している。
Ⅱ期（朝日・南町）については、引堤後のまちづくりについて名張市、まちづくり協議会と協議し、今後実施していく。

Ⅱ期（朝日・南町地区）横断図

堤防

【流す対策】木津川上流改修：河道掘削等

○昭和28年台風13号洪水に対して、名張川・宇陀川合流点付近の水位を低下させ、堤防からの越水を回避し、名張市街
地の浸水被害を軽減する。

○また、木津川上流ダム群による洪水調節と河道流量との役割分担を見直すことにより、大規模洪水時の流域の安全度
を向上させる。

橋梁延伸

引堤
河道掘削

引堤
河道掘削

橋梁架替

赤目中学校

←名張川
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近畿地方整備局

掘削範囲

【変更】
井堰改築

出在家地区

【現行】
河道掘削

【変更】
井堰改築

【変更】
阪急神戸線藻川橋梁補強

【変更】
河道掘削

【変更】
河道掘削

【変更】
河道掘削

【変更】
上津島床固撤去

藻川

○昭和35年台風16号洪水の降雨量の1.1倍以上を安全に流下させるため、河道掘削等を実施。

0
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-40 -20 0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

標
高

(T
.P

.m
)

横断方向の距離(m)

猪名川3.4k

R1現況河道
基本方針河道
変更整備計画河道
現行整備計画河道

平水位

HWL

（ A － A’ ）

目標洪水の見直しによる主な事業

・河道掘削 100万m3
・床固撤去 1箇所
・堰改築 2箇所
・橋脚補強 1橋

【流す対策】猪名川改修：河道掘削等
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近畿地方整備局【ためる対策】川上ダム建設事業

○独立行政法人水資源機構が、2017年度から本体工事に着手し、2022年度に完成予定。

○川上ダムの洪水調節により、淀川本川までの流量を低減。

■工事進捗状況（2020年10月撮影）

前深瀬川

流域面積：約56.2㎞２

幹川流路延長：約15.5㎞

川上ダム

集水面積：約54.7㎞２

三重県伊賀市
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近畿地方整備局

異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能に関する検討会資料

「流す対策」と「ためる対策」の役割分担イメージ

45



近畿地方整備局

異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能に関する検討会資料

ダムの防災操作（洪水調節）

46



近畿地方整備局平成25年台風18号洪水における日吉ダムの操作

○桂川では、日吉ダムの洪水調節により、下流へ流す水量を最大で約９割低減。
○京都市嵐山地区（渡月橋付近）では、ダムの洪水調節効果により、渡月橋の損傷の拡大を防止するとともに、浸水戸数をほ
ぼ半減できたと推定。

日吉ダムに大量の洪水を貯留

流入量
放流量

最大流入量
約1,690m3/s

下流へ流す水量を
最大約９割低減

ダムに貯めた水量
約4,460万m3

(東京ドーム約36杯分)

最大流入時の放流量
約150m3/s

(m3/s)

500

1000

1500

9/16
17:00

9/16
6:00

9/16
0:00

9/16
12:00

嵐山地区

浸水戸数を半減

日吉ダムによる洪水
調節が無かった場合

台風18号洪水
における実績

208戸

93戸

床上
浸水

109
床下
浸水

99
55
38

嵐山地区における浸水被害の低減効果

浸水範囲を軽減

実績の浸水範囲※

ダムが無かった
場合の浸水範囲

天龍寺地点

※浸水痕跡と天龍寺地点
における実績水位による
推定

本出水での最高水位

ダムが無かった場合の水位
約50cｍ低下

水位は全て推定値

ダムの下流（京都市嵐山地区）での水位低下効果

93戸の浸水被害でも観光影響が甚大

日吉ダムからの放流水
は、下流の嵐山地区に
は概ね４時間後に到達
する

日吉ダムの流入量・放流量

47

異常洪水時防災操作
（計画を超える規模の出水によりダム
の洪水調節容量を使い切る可能性が
生じた場合、放流量を徐々に増加さ
せ、流入量と同程度を放流する操作）
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〇計画規模を上回る洪水に対しても、異常洪水時防災操作をでき
るだけ回避・軽減し、下流の水位をより効果的に低減するため
には、幾つかの方法が考えられる。

・洪水前の事前放流により、洪水調節容量を確保（治水協定締
結済み）

・洪水中の放流量増大により、洪水調節容量を節約（ダム下流
の河川改修、ダムの放流設備改良）

・ダム再生（既存ダムのかさ上げなど）やダム建設により、洪
水調節容量の確保

＊この他、降雨予測等の精度向上によるダムの運用改善にも
取組中



近畿地方整備局

○異常豪雨によってダムの洪水調節容量を使い切ることに対し、

論点 課題（制約） 対応の方向性（案）

Ⅰ

洪水貯留準備操作（事前放流）で、
より多くの容量を確保することはでき
ないのか

＜渇水リスク＞
水位低下後に貯水位が回復しなかった
場合の渇水被害リスク

利水者の事前合意

降雨量予測・ダム流入量予測（数日前）
の精度向上

渇水被害リスクに対する社会的理解
利水者との調整

＜ダムの機能＞
利水容量内での放流設備の位置、
放流能力、水位低下速度等の制約

放流設備の新設・増設や改良

Ⅱ

異常洪水時防災操作に移行する
前の通常の防災操作（洪水調節）の
段階で、より多く放流することはでき
ないのか

＜下流河川＞
下流河川の流下能力不足による
ダム流下量（放流量）の制約

＜ダムの機能＞
貯水位が低い時点の放流能力による
制約

下流の河川改修による流下能力向上と
それに応じた操作規則の変更

放流設備の新設・増設や改良

Ⅲ

気象予測に基づき、防災操作（洪
水調節）を行うことはできないのか

※気象予測により、あらかじめ計画を
超える規模の洪水が予想されれば、
早くからダムの放流量を増加させる
などの操作が考えられるのではないか。

降雨量予測・ダム流入量予測
（数時間前）の精度

※予測が外れた場合に本来回避できるはずの
浸水被害が発生

降雨量予測・ダム流入量予測
（数時間前）の精度向上

予測が外れた場合の本来回避できる
はずの浸水被害に対する社会的理解

どのような操作を行うかの理解

Ⅳ
洪水調節容量を増やすことは

できないのか

ダムの容量

ダムの目的別の容量配分

ダムのかさ上げ（総容量の増大）

堆砂対策（有効容量の確保、維持）

目的別の再編（洪水調節容量の増大）

より効果的なダムの操作やダムの有効活用

49異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能に関する検討会資料をもとに作成



近畿地方整備局

課題
（制約）

＜ダムの機能＞
利水容量内での放流設備の位置、放流能力、水位低下速度等の制約

対応の方向性
（案）

放流設備の新設・増設や改良

▽ 洪水時最高水位
（サーチャージ水位）

▽ 平常時最高貯水位
（常時満水位）

▽利水容量

堆砂容量

○放流能力

放流能力が小さい利水放流管等では、
数日間で放流できる量に制約がある

水位低下速度

水位を低下するにあたっては、下流河川や
貯水池の安全性を考慮する必要がある

×

○利水容量内での放流設備の位置

低い位置に放流設備がない場合は、水位を低
下させることのできる高さに制約がある

Ⅰ洪水貯留準備操作(事前放流)で、より多くの容量を確保することはできないのか

50

天ヶ瀬ダムでは、予備放流を実施。
それに加え、天ヶ瀬ダム、日吉ダム、
木津川ダム群で、事前放流も実施。

異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能に関する検討会資料をもとに作成



近畿地方整備局

課題
（制約）

＜下流河川＞
下流河川の流下能力不足によるダム流下量（放流量）の制約

対応の方向性
（案）

下流の河川改修による流下能力向上とそれに応じた操作規則の変更

▽堤防未整備時の流量

▽堤防整備後の流量

▽堤防未整備時の流量

時間

ダムへの流入量

ダム流下量（放流量）

施設整備前
ダム流下量（放流量）

時間

ダムへの流入量 施設整備後
ダム流下量（放流量）

堤防整備前

堤防整備後

下流河川の流下能力が
不足する場合、下流河川の
流下能力に見合った放流量で
通常の防災操作を
行わなければならない

下流河川の流下能力向上にあ
わせて、通常の防災操作（洪
水調節）の段階で、
ダム流下量（放流量）を増量

流量

流量

Ⅱ異常洪水時防災操作に移行する前の通常の防災操作（洪水調節）の段階で、
より多く放流することはできないのか

51

各河川で河道整備を実施中。
また、天ヶ瀬ダムでは、天ヶ
瀬ダム再開発事業により放
流能力を増強中。異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能に関する検討会資料をもとに作成



近畿地方整備局桂川嵐山地区
○嵐山地区は、文化財保護法により昭和2年に「史跡」「名勝」に指定され、改変や観光への影響が懸念され、改修が進捗しな

かったが、平成30年12月に治水対策の方向性を決定。

○「史跡」「名勝」への影響を極力抑制し、浸水被害を速やかに軽減する「可動式の止水壁（河川管理施設）」を整備しており、令
和2年度末完成予定。

嵐山地区

嵐山左岸溢水対策起工式（鍬入れ）令和元年12月

現況

52

歩道面

特殊堤部天端

可動部
0.8m

特殊堤部（固定）
0～0.7m

川側

街側

高さ約80cm
平常時は格納。洪水に備え、起立させる



宇治川塔の島地区
○昭和５６年度から３０年以上に渡り実施してきた塔の島改修事業が平成３０年度で完成。
○これにより宇治川で河川整備計画の目標洪水である昭和２８年台風１３号洪水を安全に流下させる事が可能となった。

ഌ

ਆ

ྶ
भ
ਆ

ྶ
भ
ਆ

改修後の塔の島全景

改修後の塔の川

塔の島改修事業完成式典（令和元年6月）
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近畿地方整備局天ケ瀬ダム再開発事業
○天ケ瀬ダムにトンネル式放流設備を新設し、治水・利水の機能を増強。
○ダムの放流能力を高めることで、ダムの容量をより効率的に活用する。
○全体事業費６６０億円、令和３年度の事業完成を予定。

■トンネル式放流設備の建設（放流能力の増強）
計 画 放 流 量 600 m3/s(EL.72.0m)

延 長 617 ｍ

トンネル式放流設備

天ヶ瀬ダム
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近畿地方整備局

対応の方向性
（案）

ダムのかさ上げ （総容量の増大）
目的別の再編 （洪水調節容量の増大）
堆砂対策 （有効容量の確保、維持）

課題
（制約）

ダムの容量
ダムの目的別の容量配分

堆砂掘削

既設ダムのかさ上げに
よる貯水容量の拡大 堆砂掘削による有効容量の増大、維持

● 容量の拡大

死水容量

洪水調節容量

堆砂容量

利水容量

目
的
別
の
容
量
の
振
替

放流管の増設

堆砂容量

洪水調節容量

利水容量

貯
水
容
量
の
増
大

堆砂対策

かさ上げ

既設ダム

● 目的別の容量の振替● 堆砂対策（有効容量の増大、維持）

目的別の容量の振替による
洪水調節容量の増大

ダム型式やダムサイトの地形・地質条件、改造する場合の
堤体の安定性への影響、掘削した土砂の搬出先の確保等が
制約となる

ダムの参加事業者の
同意が必要

Ⅳ 洪水調節容量を増やすことはできないのか

55

新たにダムを建設するこ
とも容量を確保する方法
のひとつ

異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能に関する検討会資料をもとに作成
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〇瀬田川洗堰の全閉操作は、洗堰下流全体にとっては効果が大き
いが、琵琶湖の沿岸や流入河川にとっては、回避・短縮される
ことが望ましい。

・天ヶ瀬ダムの洪水調節中は、瀬田川洗堰の全閉操作が必要な
ため、全閉操作を回避・軽減するためには、天ヶ瀬ダムの負
担を軽減し能力を最大限発揮することが不可欠

・天ヶ瀬ダムの負担を軽減し、能力を最大限発揮することは、
琵琶湖の沿岸や流入河川にとっても、天ヶ瀬ダム下流の宇治
川や淀川にとっても効果的であり、三川合流部の水位低下に
より、桂川や木津川の治水安全度にも寄与



近畿地方整備局淀川水系の直轄・水資源機構管理の洪水調節施設

琵琶湖

比奈知ダム

室生ダム

川上ダム

青連寺ダム

布目ダム

高山ダム

天ケ瀬ダム（再開発）

大戸川ダム一庫ダム

淀川大堰

日吉ダム

瀬
田
川

瀬田川洗堰

：事業中（再開発）

：完成
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近畿地方整備局

琵琶湖水位と淀川流量の関係

全閉 全開

淀川の治水システム
○下流宇治川、淀川の水位が上昇し危険な時に

は、洗堰の放流量を制限もしくは全閉にして、
下流の洪水防御を行う。

○下流淀川の水位が低下し始めたのち、瀬田川
洗堰ではゲートを全開にし、琵琶湖水位の上
昇を抑制。

58

洪水ピーク時差を活用した淀川水系の治水システム

大雨で淀川の水位が上昇し
始めますが、琵琶湖ではまだ
水位の上昇はありません。

淀川の流量がピークになっても、
琵琶湖の水位はさほど上昇して
いないので、洗堰からの放流量
を制限しています。

淀川の流量が減りはじめる頃、
琵琶湖の水位は上昇を続けて
いるので、洗堰を全開して湖
の水位をさげます。



近畿地方整備局

○天ヶ瀬ダムはその役割に対して洪水調節容量が小さく、貯水容量を効率的に使う必要がある。
○宇治川だけでなく琵琶湖、三川合流点の状況に応じた、非常に複雑な操作を実施。
○淀川水系の治水システムにおいて重要な役割を担うため、天ヶ瀬ダムの強化が効果的。

①通常時は利水容量が満水 ②洪水前に利水容量の予備放流 ③洪水中は840m3/s以上を貯留 ④ダムに貯留した洪水を流す
（琵琶湖の洪水も放流）

○天ヶ瀬ダム洪水調節時の貯水位のイメージ

天ヶ瀬ダムの洪水調節時の操作
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洪水調節 後期放流

予備放流
貯まっている水
を放流

洪水調節
洪水を貯留

2次調節
下流淀川の洪水
位低下に向けて

さらに貯留

後期放流
貯まった洪
水を放流

琵琶湖
後期放流
琵琶湖に貯
まった洪水を

放流

200m3/s
制限 全閉

（0m3/s放流）

300m3/s
制限

全開

洪水時における一般的なダムの放流方法 洪水時における天ヶ瀬ダム放流方法

瀬田川洗堰の操作：天ヶ瀬ダムの放流と連動して操作

①
② ③ ④

ダム流入量
ダム放流量
洗堰放流量
枚方地点流量

ダム流入量
ダム放流量



近畿地方整備局

平成24年の矢部川における堤防決壊
九州の矢部川では、計画高水位を超えるとと

もに、継続時間が最も長い区間において、基礎
地盤からのパイピングにより堤防が決壊。

平成25年台風18号洪水（宇治川の浸水被害）

宇治市役所

宇
治
川

平等院

天ヶ瀬ダム

巨椋池干拓地

宇治川

・宇治川は河床勾配が緩く、三川合
流点からの背水影響が大きいため、
長時間高水位が継続することから、
堤防へ浸透影響が大きく、平成25
年洪水では10箇所の漏水を確認。

○天ヶ瀬ダムでは流域全体の安全を確保するため、ゲート操作を行うことにより、最大流入時には下流の河川へ流す
水量を毎秒約860立方メートルとし、毎秒約500立方メートルの流量を低減。

○宇治川では、全川において計画高水位を約5時間超過する洪水となり、堤防漏水も相次ぎ、危険な状態となった。
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近畿地方整備局

大戸川
流域面積：約190km2

流路延長：約38km

大戸川ダム
重力式ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ(流水型)
ダム高 ：約67.5m
総貯水容量：約22,100千m3

集水面積 ：約152km2

大戸川ダム

大戸川ダムの概要
○大戸川ダムは、洪水調節目的専用の流水型ダム。
○ダム本体工事については、実施時期を検討中で、準備工事である県道工事のみを実施。
〇大戸川ダムの流域は、天ヶ瀬ダムの流域（瀬田川洗堰上流を除く）の約4割を占めるため、大戸川の流量が調節でき
れば、天ヶ瀬ダムの負荷が軽減し、洪水調節機能を最大限発揮することができる。

61※現状（大戸川ダムがない状態）における天ケ瀬ダムの集水面積



近畿地方整備局大戸川ダムによる洪水調節の効果
○流域が平均的な湿潤状態で、平成25年台風18号が発生した場合に、大戸川ダムが整備されていた場合、最大約1,200m3/sの

流量を280m3/sに低減させることが可能。
○大戸川の治水安全度向上のみならず、天ヶ瀬ダムの負荷軽減により、宇治川や淀川の治水安全度向上の効果。
○また、瀬田川洗堰の全閉操作を回避・軽減するとともに、三川合流部の水位低下により、宇治川、桂川や木津川の水位低下

にも寄与。

大戸川ダムがない場合
最大約1,200m3/s

大戸川ダムがある場合
最大280m3/s

大戸川ダムに貯留することで、
約1,000m3/s低減約1,600万m3貯留

62

大戸川ダム地点の流量



近畿地方整備局天ヶ瀬ダムの洪水調節容量の不足

より効果的な
ダム操作が可能となる

予備放流により洪水調節容
量を確保

天ヶ瀬ダム容量配分図○天ヶ瀬ダムは、予備放流により洪水調節容量を
確保するが、淀川水系の直轄・水資源機構管理
ダムの中で、集水面積に対する洪水調節容量が
最も小さい。
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近畿地方整備局大戸川ダムの事業進捗状況
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移転前 移転地

＜集団移転＞

平成10年3月
大鳥居地区の移転完了

付替県道大津信楽線桐生辻ﾄﾝﾈﾙと新８号橋

付替県道大津信楽線牧町天空大橋
（新３号橋）

令和2年3月末時点
※ダム検証（H28）においては、総事業費ベースで代替案比較を行い、

大戸川ダムを含む対策案が優位とされた。
※これまでの用地補償や付替道路整備などで、約762億円を投資済み。（令和2年3月末時点）



近畿地方整備局大戸川ダムによる効果（水位の低下）

大戸川ダム

〇淀川（城北地点）

西淀川区

此花区
福島区

北区

旭区

都島区

守口市

門真市

淀川区

東淀川区

摂津市
寝屋川市

枚方市
高槻市

島本町

八幡市

京田辺市 城陽市

木津川市

井手町

久御山町

宇治市

伏見区

大山崎町

長岡京市

西京区

右京区

南区
向日市

天ヶ瀬ダム

大戸川及び宇治川
で水位低下

宇治川で
最大約２０ｃｍ低下

淀川で
最大約２０ｃｍ低下

〇淀川（枚方地点）

〇宇治川（向島地点）

〇宇治川（宇治地点）

約20cm水位低下

約20cm水位低下

約10cm水位低下
約10cm水位低下

三川合流部の
水位低下により
桂川の水位も低下

三川合流部の
水位低下により
木津川の水位も低下

○例えば、流域が平均的な湿潤状態で平成25年洪水が発生した場合、大戸川ダムが完成していれば、天ヶ瀬ダムの二次調節
が可能となることにより、大戸川、宇治川、淀川本川の延べ約７０km区間にわたり水位低減効果を発揮。
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近畿地方整備局大戸川ダムによる効果（水位の低下）

桂川の堤防越水箇所における水防活動
（平成25年洪水）

○例えば、流域が平均的な湿潤状態で平成25年洪水が発生した場合に、大戸川ダムが完成し、天ヶ瀬ダムの二次調節
が可能となることで、宇治川及び淀川では約４時間、最大約２０cmの水位低減効果が発揮される。

○この水位低減効果により、内水被害の軽減、水防活動や避難時間の確保、堤防への浸透時間（決壊リスク）の軽減
が図られる。

八幡市域における内水被害
（平成25年洪水）

◆内水被害の軽減 ◆堤防への浸透時間の軽減◆水防活動・避難時間の確保

宇治川における堤防漏水の発生
（平成25年洪水）

【効果】
• 淀川や宇治川等の水位上昇の抑

制や高水位の継続時間を減少さ
せることで、合流する支川や排水
機場の運転時間が確保され、内
水被害が軽減される。

【効果】
• 淀川や宇治川等の水位低下によ

り、堤防への負荷（浸透時間）が
軽減され、堤防決壊リスクが軽減
される。

【効果】
• 淀川や宇治川等の水位上昇する

時間を抑制することにより、水防
活動や避難時間を確保できる。
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近畿地方整備局
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○頻発する災害や気候変動を踏まえ、さらなる治水安全度の向上が必要。
○それぞれの河川の現在の治水安全度を低下させることなく、上下流バランスを確

保しつつ河川整備を進めるため、各河川ごとの整備目標を設定した上で、必要な
整備内容を検討。

○滋賀県、京都府、大阪府が、整備目標となる洪水を対象として、それぞれの府県
における整備効果を検討（滋賀県と大阪府は大戸川ダムについて、京都府は河川
整備全般について検討）した結果は別添の通り。（参考資料１、２、３）

○ただし、計画対象洪水の検討のみならず、計画規模を上回る洪水や、整備途上に
おいてその時点の整備水準を上回る洪水が発生することも想定しておくべき。

○そのため、既存ダムの事前放流（R2.5に治水協定を締結）などの既存ダムの利水
容量の治水活用をはじめ、流域のあらゆる関係者との連携により流域治水を推進。
（資料３-２）

○利水容量の治水活用は、ダムの異常洪水時防災操作に至る可能性を回避・軽減し、
下流の被害をより効果的に軽減することに寄与。一方、ダムの運用を見直し、洪
水調節時の下流への放流量を減らそうとすると、ダムに貯留すべき容量がこれま
で以上に必要となり、超過洪水に対し脆弱となるおそれ。

○なお、これまでの流域治水協議会において、河川整備をより一層推進することを
前提として、関係機関に参加を呼びかけ、協力を求めている（関係機関の協力が
得られた分だけ河川整備を減らす前提では協力関係の構築は困難）。

まとめ
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【滋賀県】今後の大戸川治水に関する勉強会資料
https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/kasenkoan/300494.html

【京都府】淀川水系の河川整備に関する技術検討会資料
http://www.pref.kyoto.jp/dam/yodogawa_gijyutukennoukai.html

【大阪府】大阪府河川整備審議会 治水専門部会資料
http://www.pref.osaka.lg.jp/kasenseibi/keikaku/reiwa2tisuisenmon.html

以下、上記資料をもとに抜粋



近畿地方整備局
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参考１【滋賀県】今後の大戸川治水に関する勉強会資料より抜粋

※今後の大戸川治水に関する勉強会 報告書（令和元年10月）より抜粋



近畿地方整備局
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参考２【京都府】淀川水系の河川整備に関する技術検討会資料より抜粋

※淀川水系における今後の河川整備に関する提言（令和3年2月4日）より抜粋
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参考３【大阪府】大阪府河川整備審議会 治水専門部会資料より抜粋

※大戸川ダムの大阪府域への治水効果について（答申）（令和3年1月）


